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第１章 調査、計画業務

第１節 道路環境調査
１－１ 道路環境調査業務等積算基準

１－１－１ 適用範囲

この積算基準は，道路事業に係わる環境調査業務等を委託等により実施する場合に適用する。調

査内容は，「国土交通省所管道路事業環境影響評価に用いる技術手法（案）について（平成１３年

３月３０日道路環境調査室長通達）」に基づく既存資料調査及び現地調査とする。

なお，上記資料に改正が生じた場合は，本積算基準の運用については，別途考慮する。

１－１－２ 業務等の費用等

（１） 業務等の費用及び積算等

１）業務等の内「現地調査」に係わる費用及び積算等は，「測量業務積算基準」による。

２）業務等の内「既存資料調査」に係わる費用及び積算等は，「設計業務等積算基準」による。

１－２ 打合せ

（１） 既存資料調査（大気質，騒音及び振動）

（１業務当り）

直 接 人 件 費

打合せ時期 主 任 技 師 技 師 技 師 備 考
技師長 技術員

技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

業務着手時 0.5 0.5

中 間 打 合 せ 0.5 0.5 1回当り

成果品納入時 0.5 0.5

（注）１．中間打合せ回数は１回を標準とするが，業務内容を勘案し増減できるものとする。

なお，打合せ回数を増加する場合は，１回について中間打合せ１回の人員を加算する。

（２） 現地調査（大気質，騒音及び振動）

（１業務当り）

直 接 人 件 費

打合せ時期 測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 備 考

任技師 技 師 技師補 助 手 作業員

業務着手時 0.5 0.5

中 間 打 合 せ 0.5 0.5 1回当り

成果品納入時 0.5 0.5

（注）１．現地調査（大気質，騒音及び振動）のみの場合計上するものとし，(1)既存資料調査

の打合せと同時に計上しない。

２．中間打合せ回数は１回を標準とするが，業務内容を勘案し増減できるものとする。

なお，打合せ回数を増加する場合は，１回について中間打合せ１回の人員を加算する。
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１－３ 大気質

（１） 既存資料調査

１）計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 1.5 1.5

２）資料収集整理

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 2.0 2.5

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関から入手可能な公表資

料をいう。

（２） 現地調査

１）現地踏査

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

現 地 踏 査 1.0 1.0

（注）１．１業務とは，窒素酸化物，浮遊粒子状物質，風向・風速の現地調査を行う業務の

全体をいう。

２）実施計画書の作成

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

実 施 計 画 書 の 作 成 1.0 1.0

（注）１．１業務とは，窒素酸化物，浮遊粒子状物質，風向・風速の現地調査を行う業務の

全体をいう。

３）監督

現地測定を行う者等が兼ねることを原則とするが，基地数，測定箇所等を考慮して，必要

な場合は騒音及び振動に準じて計上することができる。
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４)点検及び調整

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

点 検 及 び 調 整 0.5 0.5

（注）１．本表は，大気質現地調査を短期間（連続して７日間）発注した場合に観測の当初に

点検及び調整を行う歩掛の標準である。

２．超勤割増しは行わない。

３．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。

５)予備試験及び現地準備

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

予 備 試 験 1.0 1.0

現 地 準 備 0.5 1.0 1.0

（注）１．本表は，窒素酸化物，浮遊粒子状物質及び風向風速の測定を行う場合の標準である。

６)現地測定

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

現 地 測 定 7.0

（注）１．本表は原則として観測箇所に基地を設置し，窒素酸化物，浮遊粒子状物質及び風向

風速を連続して７日間観測する場合に適用する。

２．観測箇所及び本部（観測箇所が複数の場合，本部も１箇所として計上する。）との

連絡については，必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライﾄバンは1.5Ｌとし

運転労務費は計上しない。

３．調査員は，計器類の日々の保守点検，記録用紙の取り替え，故障時の連絡等を行う

ものとし，保安要員を兼ねるものとする。

４．現地測定に使用する機械器具，電気，土地借り上げ等の損料は別途計上する。
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７）資料整理（一次整理）

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

資 窒素酸化物 0.5 1.5 2.0

料 浮遊粒子状物質 0.5 1.0 1.5
一 次 整 理

整 風向・風速 0.5 1.5 2.0

理 合 計 1.5 4.0 5.5

（注）１．本表は，資料の読み取り，一覧表の作成に適用する。

８)資料整理（二次整理）

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

資 料 整 理 ・ 二 次 整 理 0.5 1.0 1.0

（注）１．本表は，一次整理資料を基にした作図，作表及び考察等に適用する。

９)跡片づけ

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

跡 片 づ け 0.5 1.0 1.0

１０）諸官庁への手続き

諸官庁への手続きが必要な場合は下表を追加する。

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

諸 官 庁 へ の 手 続 き 1.0



4-1-5

１－４ 騒音及び振動

（１） 既存資料調査

１）計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 2.0 1.0

２）資料収集整理

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 1.5 1.5

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関から入手可能な公表資

料をいう。

３）周辺状況調査

周辺状況調査を行う場合は下表を追加する。

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

周 辺 状 況 調 査 1.5 1.0
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(２) 現地調査

１）現地踏査

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

現 地 踏 査 1.0 1.0

（注）１業務とは，発生する騒音及び振動の現地調査を行う業務の全体をいう。

２）実施計画書の作成

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

実 施 計 画 書 の 作 成 1.0 1.0

（注）１業務とは，発生する騒音及び振動の現地調査を行う業務の全体をいう。

３）監督

（観測日１日当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

監 督 2.0

（注）１．監督は，測定精度の確保等を考慮して配置するものであり，計上に当たっては特記

仕様書で義務づけること。

２．監督調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とし，２交

代勤務として積算する。

３．測定点数及びケースによる歩掛の増減は原則として行わない。ただし，特別な場合

で本表により難い場合は別途考慮する。

４．観測は24時間の観測を標準とする。

４）現地準備

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

現 地 準 備 0.5 0.5

（注）１．現地での測定機器の据え付け，配線，測定点を出すための距離測定等に適用する。
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５）現地測定

（１地点，観測日１日当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

レベルレコーダ 1 地 点 2.0

1 地 点
2.0

現 1 測 点

地 1 地 点
レベル演算処理器 2.0 2.0

測 4 測 点

定 1 地 点
2.0 4.0

8 測 点

データレコーダ 1 地 点 1.0

（注）１．レベルレコーダを使用する場合

・本表は単独測定の場合の標準である。測定成分（騒音，振動（Ｚ））ごとに１地点

とする。

・調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とし，２交代勤

務として積算する。

２．レベル演算処理器を使用する場合

・１地点とは，１つの測定場所のことであり，同時に多数点の測定を行う場合には各

測点がケーブルの延長（100ｍ程度）範囲以内に点在する場所をいう。なお，100ｍ

程度以上離れている場合，またはケーブルを張るのに支障がある場合は，別地点と

して扱うものとする。

・調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とし，２交代勤

務として積算する。

・レベル演算処理器の選択は，４測点以内の場合は４チャンネル用とし，５～８測点

については５～８チャンネル用とする。

・測点数とは，騒音計及び振動計（測定成分Ｚ）の延べ測点数をいう。

３．地盤卓越振動数を測定するためデータレコーダを使用する場合

・測定は，１箇所につき大型車の単独走行を対象に10回測定するものとする。

・超勤割増しは原則として行わない。ただし，夜間測定等ケースによっては別途計上

するものとする。

・１日当りの測定点数は発注するケースにより判断するものとする。

４．現地測定に使用する機械器具の損料は，別途計上する。

５．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。

６．観測は24時間の観測を標準とする。
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６）一次整理

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

騒 音 レ ベ ル 1.5 1.5一
次

振 動 レ ベ ル 1.5 1.5整
理 地 盤 卓 越 振 動 数 0.5 0.5

（注）１．本表は資料の読み取り，一覧表の作成に適用する。

２．１箇所とは，１測定箇所の騒音，振動，地盤卓越振動数の資料をいう。

７）二次整理

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

二次整理（騒音及び振動） 0.5 1.0 1.0

（注）１．本表は，一次整理資料を基にした作図，作表及び考察等に適用する。

２．１箇所とは，１測定箇所の騒音，振動，地盤卓越振動数の資料をいう。
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８)交通量調査

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

昼 1～10,000 3.0
間
12 10,001～20,000 4.0
時
間 20,001～30,000 5.0

交 交
通 30,001～50,000 6.0

通 量
50,001～10,000増毎 1.0

量
夜 1～10,000 4.0

調 間
12 10,001～20,000 5.0

査 時
間 20,001～30,000 6.0
交
通 30,001～50,000 7.0
量

50,001～10,000増毎 1.0

（注）１．本表は，車種別，上・下方向別交通量調査の歩掛である。

２．騒音及び振動現地調査作業で１時間当り10分間の資料を要求する場合には，時間交

通量とともに10分間の数値も記録させるものとする。また，同時に行う平均走行速度

調査については，歩掛に含まれているものとし，別途計上しない。

３．交通量調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とする。

４．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。

９)資料整理（交通量）

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

資 料 整 理 （ 交 通 量 ） 1.0 1.5

（注）１．資料整理とは，方向別車種別の交通量及び平均走行速度を整理し，作図作表を行う

作業をいう。

１０) 跡片付け

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

跡 片 付 け 0.5 0.5 0.5
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１１）諸官庁への手続き

諸官庁への手続きが必要な場合は下表を追加する。

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

諸 官 庁 へ の 手 続 き 1.0

１２)交通量監督

交通量観測地点と騒音及び振動の観測地点が離れていて別途監督が必要な場合は下表を追加

する。

（観測日１日当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

交 通 量 監 督 2.0

（注）１．監督調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とし，２交

代勤務として積算する。

２．本表は24時間観測の場合であり，12時間のみの調査の場合は測量技師1.0人とする。

１－５ 報告書作成

（１）既存資料調査

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

大 気 質 1.5 1.0 2.0

騒 音 及 び 振 動 1.5 1.5

（注）１．計上に当たっては，各区分のうち実施して報告書に取りまとめる必要のあるものの

みを対象とすること。

２．報告書等の電子成果品作成費等は，別途計上する。

（２）現地調査

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

大 気 質 1.5 2.0 2.5

騒 音 及 び 振 動 2.0 2.5 2.5

（注）１．計上に当たっては，各区分のうち実施して報告書に取りまとめる必要のあるものの

みを対象とすること。

２．報告書等の電子成果品作成費等は，別途計上する。



第２節 洪水痕跡調査業務
２－１ 適用範囲

(1) この積算基準は，堤外側における洪水痕跡調査業務に適用する。

(2) この積算基準を適用できる業務は，流心延長距離が８０㎞までのものとする。

２－２ 業務費の構成

人件費等

材料費

機械経費

旅費交通費

直 接 調 査 費

直接経費 安全費

その他

洪水痕跡調査

業務価格

技術管理費 精度管理費

洪水痕跡調査業務費

間 接 調 査 費

諸経費

一般管理費等

消費税相当額

２－３ 業務費構成費目の内容

(1) 直接調査費

直接調査費は，次の各項目について計上する。

1)人件費等

人件費等は，当該調査業務に従事する者の人件費及び賃金である。なお名称及びその基準

日額等は別途定める。

2)材料費

材料費は，当該調査業務を実施するのに要する材料の費用である。

3)機械経費

機械経費は，当該調査業務を実施するのに要する費用である。その算定は，別に定められ

た「請負工事機械経費積算要領」に基づいて積算するものを除き，別途定める「測量機械等

損料算定表」による。

4)直接経費

①旅費交通費

当該調査業務に従事する者に係る旅費・交通費であり各所管の「旅費取扱規則」に準じ

て行う。

②安全費

安全費は，調査業務における安全対策に要する費用であり，必要に応じて積み上げ計算

を行う。

③その他

機材運搬，伐木補償，車借上料などに要する費用を計上する。
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5)技術管理費

技術管理費として精度管理費を計上する。精度管理費は当該調査業務の精度を確保する為

に行う検測，精度管理表の作成及び機械器具の検定の費用であり，「測量業務積算基準」を

準用するものとする。ただし，精度管理費の対象額は，痕跡測量のみとする。

(2) 間接調査費

間接調査費は，動力用水光熱費，その他の費用で，直接調査費で積算された以外の費用及び

図面トレース等の専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費，業務実績の登録等に要す

る費用である。なお，間接調査費は一般管理費等を合わせて諸経費として計上する。

(3) 一般管理費等

一般管理費等は，一般管理費及び付加利益からなる。

1)一般管理費

一般管理費は，調査業務を実施する企業の本店及び支店における経費であって，役員報酬，

従業員給与手当，退職金，法定福利費，福利厚生費，事務用品費，通信交通費，動力用水光

熱費，広告宣伝費，交際費，寄付金，地代家賃，減価償却費，租税公課，保険料，雑費等を

含む。

2)付加利益

付加利益は，調査業務を実施する企業を継続的に運営するのに要する費用であって，法人

税，地方税，株主配当金，役員賞与金，内部留保金，支払利息及び割引料，支払保証料，そ

の他の営業外費用等を含む。

(4) 消費税相当額

消費税相当額は，消費税相当分とする。

２－４ 業務費の積算方式

業務費は，次式によって積算する。

業務費＝（直接調査費）＋（間接調査費）＋（一般管理費等）＋（消費税相当額）

＝（直接調査費）＋（諸経費）＋（消費税相当額）

＝〔（直接調査費）×｛１＋（諸経費率）｝〕×｛１＋（消費税）｝

諸経費

諸経費率は，「測量業務積算基準」の諸経費率を準用するものとする。

２－５ 業務内容

(1) 調査業務の構成

洪水痕跡調査業務 打合せ協議

計画準備

現地踏査

現地確認作業 痕跡の確認，痕跡状況写真撮影

痕跡のマーキング

痕跡位置の平面図への記入

痕跡測量 直接測量

間接測量

痕跡図及び写真集の作成 河川平面図

河川縦断図

河川横断図

痕跡状況写真集

点検整理
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(2) 打合せ協議

業務に必要な打合せであり，第１回打合せ，中間打合せ（１回），成果品納入時の計３回を

標準とするが，必要に応じて中間打合せ回数を増減することができるものとする。

(3) 計画準備

業務に必要な作業計画，方法，工程及び作業編成，人員計画等の計画準備である。

(4) 現地踏査

現地踏査は，洪水の痕跡状況の把握，測量作業計画等のための事前調査である。

(5) 現地確認作業

現地確認作業は，洪水の痕跡位置を確認調査（聞き込み等による方法を含む）を行い，確認

された痕跡位置にマーキングをし，貸与された平面図にその位置を記入するものである。また

併せて痕跡状況写真の撮影を行う。

(6) 痕跡測量

痕跡測量は，堤外側における左右岸の痕跡位置，各１点の測量（高さ，位置）とし，測点間

隔は２００ｍを標準とする。

(7) 痕跡図及び写真集の作成

貸与された図面に，痕跡測量で得られた結果を記入し，下記の痕跡図面を作成する。また，

現地確認作業の結果を基に痕跡状況写真集を作成する。

1)河川平面図

河川平面図に洪水痕跡線を記入する。

2)河川縦断図

左右岸の各１点の痕跡測量結果に基づき，河川縦断図に左右岸別の縦断痕跡線を記入する。

3)河川横断図

左右岸の各１点の痕跡測量結果に基づき，河川横断図に痕跡水位を記入する。

4)痕跡状況写真集

痕跡確認作業時に撮影した痕跡状況の写真集を作成する。

(8) 点検整理

痕跡測量についての計算点検，作図点検，作業実施報告書，社内点検，校正直し等を行うも

のである。



２－６ 標準歩掛

所 要 日 数 内 編 成 延 人 日 数

測 測 測 測 普 外 測 測 測 測 普 測 測 測 測 普
作 業 工 程

量 量 量 量 通 業 量 量 量 量 通 量 量 量 量 通

及 び 主 技 技 助 作 の 主 技 技 助 作 主 技 技 助 作
計

任 師 師 手 業 別 任 師 師 手 業 任 師 師 手 業
標 準 作 業 量

技 補 員 技 補 員 技 補 員

師 師 師

第一回打合せ
内 0.5 0.5 1.0

１ 業 務 当 り

中 間 打 合 せ
打 合 せ 協 議 内 0.5 0.5

１ 業 務 当 り

成果品納入時
内 0.5 0.5 1.0

１ 業 務 当 り

計 画 準 備
内 0.5 1.0 1.0 2.5

１ 業 務 当 り

現 地 踏 査
0.5 0.5 0.5 外 1 1 1 0.5 0.5 0.5 1.5

１ ０ ㎞ 当 り

痕跡の確認，
痕跡状況写真撮影 0.5 0.5 0.5 外 2 2 2 1.0 1.0 1.0 3.0

１０㎞当り

痕跡のマーキング
現地確認作業 0.5 0.5 0.5 外 2 2 2 1.0 1.0 1.0 3.0

１０㎞当り

痕跡位置の
平面図への記入 0.5 0.5 0.5 外 2 2 2 1.0 1.0 1.0 3.0
１０㎞当り

直 接 測 量
1.5 3.0 3.0 3.0 外 1 1 1 1 1.5 3.0 3.0 3.0 10.5

１ ０ ㎞ 当 り

痕 跡 測 量

間 接 測 量
1.0 2.0 2.0 2.0 外 1 1 1 1 1.0 2.0 2.0 2.0 7.0

１ ０ ㎞ 当 り

河 川 平 面 図
内 1.5 4.0 4.0 9.5

１ 業 務 当 り

河 川 縦 断 図
内 1.5 3.5 3.5 8.5

痕 跡 図 及 び １ 業 務 当 り

写真集の作成 河 川 横 断 図
内 1.0 2.0 2.0 5.0

１ 業 務 当 り

痕跡状況写真集
内 0.5 2.0 2.0 4.5

１ 業 務 当 り

点 検 整 理
内 0.5 1.0 1.0 2.5

１ ０ ㎞ 当 り

注）痕跡測量は，直接測量を標準とし，間接測量は，直接測量が実施できない場合に適用するものとする。
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機械経費の構成 通信運搬費等の構成 材料費の構成
作 業 工 程

及 び
名 称 規 格 単位 数量 項 目 備 考 品 名 規 格 単位 数量 摘 要

標準作業量

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台日 0.5 ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ㍑ 2.6 2.6㍑＊1.0ｈ

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台時 1.0 雑 品 式 １

現 地 踏 査 雑 器 材 式 １

１０㎞当り 各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 摘 要

機械経費 3.5 % 通信運搬費等 0 % 材料費 1.0 %

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台日 1.5 木 杭 4.5*4.5*45 本 51

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台時 3.0 ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ㍑ 7.8 2.6㍑＊3.0ｈ

現地確認作業 雑 器 材 式 １ 雑 品 式 １

１０㎞当り 各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 摘 要

機械経費 2.5 % 通信運搬費等 0 % 材料費 5.0 %

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台日 3.0 ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ㍑ 15.6 2.6㍑＊6.0ｈ

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台時 6.0 雑 品 式 １

ﾚ ﾍ ﾞ ﾙ ３級 台日 3.0
直 接 測 量

雑 器 材 式 １
１０㎞当り

各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 摘 要

機械経費 4.0 % 通信運搬費等 0 % 材料費 1.0 %
痕跡測量

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台日 2.0 ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ㍑ 10.4 2.6㍑＊4.0ｈ

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台時 4.0 雑 品 式 １

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ ３級 台日 2.0
間 接 測 量

雑 器 材 式 １
１０㎞当り

各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 摘 要

機械経費 4.0 % 通信運搬費等 0 % 材料費 1.0 %

雑 品 式 １

痕跡図及び

写真集の作成

１業務当り 各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 摘 要

機械経費 0 % 通信運搬費等 0 % 材料費 1.5 %

雑 品 式 １

点 検 整 理

１０㎞当り
各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 摘 要

機械経費 0 % 通信運搬費等 0 % 材料費 5.0 %

２－７ 標準歩掛の変化率

（１） 地形による変化率

適用作業：現地踏査，現地確認作業，痕跡測量

地 形 平 地 山 地

＋０．９変化率 ０．０

（注）１．「測量業務積算基準」の平地及び丘陵地を平地，低山地及び高山地

を山地とする。

２．平地及び山地にまたがる場合は，各延長を用いた加重平均値を小数

第２位まで算出する。
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第３節 河川水辺環境調査（河川空間利用実態調査）
３－１ 河川水辺環境調査（河川空間利用実態調査）業務積算基準

３－１－１ 適用

この積算基準は，河川水辺環境調査(河川空間利用実態調査編)を業務委託により実施する場合に

適用する。

調査の内容は，「平成１６年度 河川水辺の国勢調査マニュアル(案)（河川空間利用実態調査編）

国土交通省河川局河川環境課」（以下「マニュアル案」という。）によるものとする。

調査実施日は，表３．１を基準とする。

表３．１ 調査実施日

季節 実 施 日 河川空間利用者数調査

4月29日（昭和の日） ○
休日

春季 5月 5日（こどもの日） ○

平日 5 月 の 第 3 月 曜 日 ○

休日 7 月 の 最 終 日 曜 日 ○
夏季

平日 7月の最終日曜日の翌日 ○

秋季 休日 11月3日（文化の日） ○

冬季 休日 成 人 の 日 ○

計 7回

３－１－２ 河川水辺環境調査（河川空間利用実態調査）業務委託料の積算及び構成

業務委託料の積算は，第１編第１章測量業務積算基準に準ずるものとし，業務委託料の構成は以

下のとおりとする。

直接人件費 事務用品費

直接業務費 旅費交通費

直接経費 電子計算機使用料

及び機械器具損料

業務価格 特許使用料,その他

業務委託料 間接業務費 諸経費 の直接経費

消費税相当額

３－１－３ 業務の構成

(１) 計画準備

計画準備では，第１回打合せに先立ち業務全般を見通し，調査の要点を確認し，業務計画書

を作成する。

(２) 打合せ

打合せは，業務着手時，各作業の中で主要な区切りの時点及び成果品納品時に行う。

(３) 河川空間利用実態調査

河川空間利用実態調査とは，マニュアル案に基づく河川空間の利用者数の実態調査とその集

計を行うまでの業務である。

(４) 水系様式の作成

水系様式の作成は，マニュアル案に基づくとりまとめを水系単位で実施し，水系ごとに様式

を作成するまでの業務である。
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３－１－４ 歩掛使用上の留意点

(１) 歩掛の構成

この歩掛は，河川空間利用実態調査については，一箇所または一定延長における７回１式当

りの現地調査の歩掛を示している。

なお，「川の通信簿」については，別途考慮するものとする。

表３．２ 歩掛運用の仕方

業務 の項 目 仕 様

計 画 準 備 1業務当りの標準歩掛

打 合 せ 1業務当りの標準歩掛

河川空間利用 有料施設区域の調査 1業務当りの標準歩掛

実 態 調 査 定 点 観 測 1箇所当りの標準歩掛

区 間 観 測 10㎞当りの標準歩掛

集計(様式Ａ－1～7) 10㎞当りの標準歩掛

水 系様 式 の作 成(様式Ｄ－1～7) 1業務当りの標準歩掛

報 告 書 作 成 1業務当りの標準歩掛

(２) 打合せ

各段階における打合せの歩掛は次表を標準とする。

職 種 測量主 測 量 測 量
備 考

打合せ時期 任技師 技 師 技師補

業 務 着 手 時 0.5 0.5

中 間 打 合 せ 0.5 0.5 1回当り

成 果 品 納 入 時 0.5 0.5

（注）１．各作業の中で主要な区切りの時点で中間打合せを行うものとする。

２．中間打合せは各季別に１回程度行うものとする。

３．打合せ回数は，特記仕様書に明示するものとする。

４．業務着手時及び成果品納入時には，原則として主任技術者が立ち会うよう特記仕様

書に明示するものとする。

３－２ 河川水辺環境調査(河川空間利用実態調査)業務標準歩掛

職 種 測量主 測 量 測 量 測 量 普 通

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員

計 画 準 備 1.0 1.0 1.5 1.0

河川空間利用 有料施設区域の調査(1業務当り) 0.5

実 態 調 査 定 点 観 測(1箇所当り) 0.5 1.5 3.0

区 間 観 測 (10㎞当り) 1.5 3.0

(7回1式) 集計(様式Ａ－1～7) (10㎞当り) 0.5

水 系 様 式 の 作 成 ( 様 式 Ｄ － 1 ～ 7 ) 0.5 3.0 3.0

報 告 書 作 成 0.5 1.0 1.5 5.0

歩掛使用上の留意点

①実態調査は年間７回調査を実施する標準歩掛である。

②有料施設区域の調査は１業務当りとし，有料施設が６箇所以内を対象とする。

（１業務当り）
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③区間観測は定点観測区間を除く区間の観測歩掛で，調査対象区間の延長は200㎞以下とする。

④定点観測及び区間観測は，高水敷等に樹林等の障害物があり観測が困難な場合，あるいは高水

敷が広く観測が困難な場合については別途積算する。

⑤実態調査集計(様式Ａ－１～７)並びに水系様式の作成は，ブロック数が８箇所，また定点区域

が21箇所以下を標準とする。

⑥上記の範囲を超えるものは別途積算とする。


